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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 188,500株
完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない株式。
単元株式数は100株であります。

 

(注) １　平成27年11月19日(木)開催の取締役会決議によります。

２　上記発行数は、平成27年11月19日(木)開催の取締役会において決議された第三者割当による自己株式の処分

に係る募集株式数であります。したがって、本募集は、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣

府令第９条第１号に定める売付けの申込み又はその買付けの申込みの勧誘であります。

３　本募集とは別に、平成27年11月19日(木)開催の取締役会決議に基づき行われる当社普通株式292,900株の公

募による自己株式の処分(以下「一般募集」という。)及び当社普通株式964,000株の売出し(以下「引受人の

買取引受けによる売出し」という。)を予定しておりますが、その需要状況等を勘案し、188,500株を上限と

して、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が当社

株主である山井太(以下「貸株人」という。)より借り入れる当社普通株式の売出し(以下「オーバーアロッ

トメントによる売出し」という。)を行う場合があります。なお、当該売出数は上限の株式数を示したもの

であり、需要状況等により減少する場合、又はオーバーアロットメントによる売出しが全く行われない場合

があります。

本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連して、ＳＭＢＣ日興証券株式会社が貸株人から借り入

れた当社普通株式(以下「借入株式」という。)の返還に必要な株式を取得させるために、ＳＭＢＣ日興証券

株式会社を割当先として行う第三者割当による自己株式の処分(以下「本第三者割当による自己株式の処

分」という。)であります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、借入株式の返還を目的として、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し

及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間終了日の翌日から平成27年12月21日(月)までの間(以

下「シンジケートカバー取引期間」という。)、オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数(以下

「上限株式数」という。)の範囲内で株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け(以下「シンジ

ケートカバー取引」という。)を行う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買付けられた当社普通株

式は借入株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内においても、ＳＭＢＣ日興証券

株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わない場合、又は上限株式数に至らない株式数でシン

ジケートカバー取引を終了させる場合があります。

また、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメ

ントによる売出しの申込期間中、当社普通株式について安定操作取引を行うことがあり、当該安定操作取引

で買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入株式の返還に充当する場合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及び

シンジケートカバー取引により買付けし借入株式の返還に充当する株式数を控除した株式数についてのみ、

本第三者割当による自己株式の処分の割当に応じる予定であります。したがって、本第三者割当による自己

株式の処分における処分株式数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第三者割

当による自己株式の処分における最終的な処分株式数が減少する場合、又は処分そのものが全く行われない

場合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社が本第三者割当による自己株式の処分の割当に応じる場合には、ＳＭＢＣ日興証

券株式会社はオーバーアロットメントによる売出しによる手取金をもとに払込みを行います。

オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については、平成27年11月30日(月)から平成27年12月３日(木)までの間のいずれかの日(以

下「発行価格等決定日」という。)に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社による貸株人からの当社普通株式の借り入れは行われません。したがっ

て、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は本第三者割当による自己株式の処分に係る割当に応じず、申込みを行わな

いため、失権により、本第三者割当による自己株式の処分は全く行われません。また、株式会社東京証券取

引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。

４　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

EDINET提出書類

株式会社スノーピーク(E31070)

有価証券届出書（参照方式）

 2/12



 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 188,500株 589,108,625 ―

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 188,500株 589,108,625 ―
 

(注) １　前記「１　新規発行株式」(注)３に記載のとおり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連し

てＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先と

の関係等は以下のとおりであります。
 

割当予定先の氏名又は名称 ＳＭＢＣ日興証券株式会社

割当株数 188,500株

払込金額 589,108,625円

割当予定先の
内容

所在地 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

代表者の役職氏名 取締役社長　　久保　哲也

資本の額 100億円

事業の内容 金融商品取引業等

大株主 株式会社三井住友銀行　100％

当社との関係

出資関係

当社が保有している割当予
定先の株式の数
(平成27年10月30日現在)

―

割当予定先が保有している
当社の株式の数
(平成27年10月30日現在)

2,200株

取引関係
一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事
会社

人的関係 ―

当該株券の保有に関する事項 ―
 

２　前記「１　新規発行株式」(注)３に記載のとおり、処分株式数が減少する場合、又は処分そのものが全く行

われない場合があります。

３　本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額の総額は資本組入れされません。

４　発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であります。

５　発行価額の総額及び払込金額は、平成27年11月６日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株

式の終値を基準として算出した見込額であります。
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(2) 【募集の条件】

発行価格(円)
資本組入額

(円)
申込株数
単位

申込期間
申込証拠金

(円)
払込期日

未定
(注)１

―
(注)２

100株 平成27年12月24日(木)
該当事項は
ありません

平成27年12月25日(金)
 

(注) １　発行価格については、発行価格等決定日に一般募集において決定される発行価額と同一の金額とします。

２　本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額は資本組入れされません。

３　全株式をＳＭＢＣ日興証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

４　上記株式を割当てた者から申込みの行われなかった株式については失権となります。

５　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをするものとし、払込期日に後記払込取扱場所に

発行価格を払込むものとします。

 

(3) 【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社スノーピーク　本社 新潟県三条市中野原456番地
 

 

(4) 【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　新潟支店 新潟県新潟市中央区西堀前通七番町914番地
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。
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４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

589,108,625 554,000 588,554,625
 

(注) １　新規発行による手取金は自己株式の処分による手取金であり、発行諸費用の概算額は自己株式の処分に係る

諸費用の概算額であります。

２　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３　前記「１　新規発行株式」(注)３に記載のとおり、処分株式数が減少する場合、又は処分そのものが全く行

われない場合、上記金額は、変更されることとなります。

４　払込金額の総額(発行価額の総額)は、平成27年11月６日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額上限588,554,625円(本第三者割当による自己株式の処分における申込みがすべて行われた場

合の見込額)については、本第三者割当による自己株式の処分と同日付をもって取締役会で決議された一般募集の手

取概算額906,665,725円と合わせて、手取概算額合計上限1,495,220,350円について、設備投資資金として

1,495,220,350円(平成27年12月期に59,000,000円、平成28年12月期に920,000,000円、平成29年12月期に

516,220,350円)を充当する予定であり、残額が生じた場合には、平成29年12月期までに金融機関からの借入金の返

済に充当する予定であります。

設備投資資金の内訳としましては、主として、首都圏・大阪における直営店の新規出店及び物流ネットワークの

拡充・効率性向上等を目的とした物流センターの新設のための設備投資等、また、新規顧客層の取込みやブランド

価値の向上を目的とした本社Headquartersにおけるスパレストラン等の新設といった設備投資に充当する予定であ

ります。今回の資金調達による設備投資により、既存ユーザーの方に加えてより多くのユーザーの方に当社製品を

効率よく提供するための体制構築が図れるものと考えております。

なお、平成26年11月７日付の取締役会決議における自己株式の処分により調達した資金については主として国内

外の新規店舗出店への設備投資等を目的としておりましたが、当初の計画の通りに充当しております。

後記「第三部　参照情報　第１　参照書類」に記載の有価証券報告書(第51期)中の「第一部　企業情報　第３　

設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要な設備の新設等」については、本有価証券届出書提出日(平

成27年11月19日)現在(ただし、投資予定金額の既支払額については平成27年10月31日現在)、以下のとおりでありま

す。

会社名 所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

提出会社
Headquarters

(新潟県三条市)

ソフトウェ

ア
146,000 26,852

自己株式処分によ

る調達資金(注)１
平成26年４月 平成28年12月 (注)３

提出会社
スノーピークストア

(東京都中央区)
店舗設備等 28,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金(注)２
平成27年12月 平成28年３月

(注)３

(注)４

提出会社
スノーピークストア

(千葉県船橋市)
店舗設備等 49,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金(注)２
平成27年12月 平成28年３月

(注)３

(注)４

提出会社
スノーピークストア

(大阪府大阪市)
店舗設備等 48,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金(注)２
平成27年12月 平成28年４月

(注)３

(注)４

提出会社
スノーピークストア

(神奈川県平塚市)
店舗設備等 34,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金(注)２
平成27年12月 平成28年10月

(注)３

(注)４

提出会社
スノーピークストア

(東京都中央区)
店舗設備等 20,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金(注)２
平成28年７月 平成29年３月

(注)３

(注)４

提出会社
物流センター

(新潟県見附市)

建物及び土

地
800,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金、自己

資金及び借入金

(注)２

平成28年１月 平成29年１月 (注)３

提出会社
Headquarters

(新潟県三条市)

スパレスト

ラン等
720,000 ―

自己株式処分によ

る調達資金、自己

資金及び借入金

(注)２

平成28年４月 平成29年８月 (注)３

 

(注) １　平成26年11月７日付の取締役会決議における自己株式の処分によるものであります。

２　今回の自己株式の処分によるものであります。
３　完成後の増加能力につきましては、その測定が困難であるため、記載を省略しております。
４　投資予定額には、有形固定資産及び無形固定資産の取得価額の他、敷金及び保証金の支払額を含んでおりま

す。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

してください。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度第51期(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)　平成27年３月30日関東財務局長に提出

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第52期第１四半期(自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日)　平成27年５月14日関東財務局長に提

出

　

３ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第52期第２四半期(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)　平成27年８月12日関東財務局長に提

出

　

４ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第52期第３四半期(自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日)　平成27年11月12日関東財務局長に提

出

 

５ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日(平成27年11月19日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成27年３月31日に

関東財務局長に提出

 

６ 【訂正報告書】

訂正報告書(上記２　四半期報告書の訂正報告書)を平成27年５月15日に関東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

　上記に掲げた参照書類であります有価証券報告書及び四半期報告書(訂正報告書により訂正された内容を含む。)(以下

「有価証券報告書等」という。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有

価証券届出書提出日(平成27年11月19日)までの間において変更及び追加すべき事項は生じておりません。下記の「事業

等のリスク」は当該有価証券報告書等に記載された内容を一括して記載したものであります。

また、有価証券報告書等には、将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項については本有価証券届出書提出

日(平成27年11月19日)現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 
事業等のリスク

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) スノーピークのブランド低下に関するリスク

①　製品のクオリティ

当社グループは、自らがユーザーであるという立場で考え、さらにはユーザーの皆様から幅広く、深く要望を

お聞きすることにより、今までにない革新的な製品を生み出すことができております。今後もこのような開発方

針を深化させて、製品のクオリティ向上に努めて参りますが、不測の事態により適切なタイミングでの投資等が

できず、クオリティが低下した場合、当社グループ製品への信頼の低下による販売数量の減少等により、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
②　サービスのクオリティ

当社グループでは直営店での販売の他、特徴的な販売形態の１つであるインストアでの販売を通して、当社グ

ループのスタッフが直接お客様１人１人と向き合い、つながることにより当社グループの製品価値をお客様に伝

えております。また、こうしてお客様と双方向にコミュニケーションを取れるスタッフによって、次の製品のア

イデアも生まれております。今後もスタッフへの教育のみならず、スタッフにとって「働く喜び」を感じること

のできる職場環境を整備して参りますが、不測の事態によりスタッフの人員不足等が生じ、サービスのクオリ

ティが低下した場合、各店舗への来店客数の減少等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(2) オペレーションに関するリスク

①　直営店の出店に関するリスク

当社グループが運営する直営店舗は賃借契約を締結することが基本であり、出店にあたり敷金・保証金を差し

入れ、内・外装等の初期投資費用を掛けており、出店後も人件費及び家賃等が継続的に発生致します。その為、

政策により出店が増加すれば関連費用も比例して増加致します。その際、賃貸人の倒産等によって敷金・保証金

の全部又は一部が回収できなくなる可能性があります。また、ショッピングセンター等へ出店している場合は売

上高如何によってショッピングセンター等からの退店要請を受けることや、新規出店に関しましては、ショッピ

ングセンター等の出店計画が遅れる等の理由によって、会社の出店政策が計画通りに進まないこともあり、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
②　特定業種への依存に関するリスク

当社グループの売上高は、インストアでの販売や卸での販売等、スポーツ量販店を運営する企業への依存が相

対的に高くなっております。当社グループとしては幅広い企業と取引しており、特定した企業への依存度は低い

ものの、これら特定企業の商品政策等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、インストアやショップインショップにおいては、スポーツ量販店等のディーラーの出店、退店等

の店舗計画の影響を受ける為、先方の店舗計画が政策等により急遽変更になった場合には、当社グループの店舗

計画にも影響を及ぼし、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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③　特定製品への依存に関するリスク

当社グループの主力製品はテント、タープ(日除け)等であり、平成26年12月期において、その売上高は当社グ

ループの売上高の40.4％を占めています。今後につきましても、当面の間テント、タープ(日除け)等が収益源に

なると予測しておりますが、キャンプ場におけるコテージ等の常設宿泊施設やレンタルサービスの充実等によ

り、テント、タープ(日除け)等の市場拡大が見込めなくなった場合には、当社グループの経営成績及び今後の事

業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 
④　主要な仕入先への依存に関するリスク

当社グループの主力製品であるテント、タープ(日除け)等は特定の一社の仕入先から仕入れております。その

為、当仕入先からの仕入金額は、平成26年12月期において、当社グループの材料仕入金額の40.6％となっており

ます。当社グループとしましては、主要な仕入先との緊密な関係を構築する一方で、新たな仕入先を発掘して、

調達の多様化を進めることで主要な仕入先への依存のリスクを低減して参りますが、主要な仕入先の業績の悪

化、政策の変更等によりこれらの製品の調達が困難になった場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 
⑤　個人情報の取扱いに係るリスク

当社グループでは、「スノーピークポイントカード」等の会員の個人情報を保有しております。またオンライ

ンショップにおいて登録ユーザーに対して取得した個人情報や、購買履歴を含む個人情報等を保有しておりま

す。当社はこれらの個人情報の管理について、より厳格な管理体制の徹底を目的としたシステム構築を行ってお

ります。しかしながら、システムの瑕疵等何らかの不測の事態によりこれらのデータが外部に漏洩した場合、当

社グループへの損害賠償請求や当社の信用の下落等によって経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 
⑥　情報システムに関するリスク

当社グループは店舗POSシステムをはじめとして、製品・商品の発注、営業の管理等の業務において、内部及び

外部の情報並びに技術的システム、ネットワークを活用しております。当社グループが使用しております技術的

システム及びネットワークに、自然災害、人為的過誤、停電、コンピューターウィルス、ハッカー等により障害

等が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑦　ECサイトのシステム障害に関するリスク

当社グループは、実店舗での販売に加え、ECサイトでの販売にも力を入れております。安全性を確保した運営

に最善を尽くしておりますが、何らかの理由でECサイトのシステムに障害が生じた場合、一時的にECサイトでの

販売が止まる可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑧　製品の欠陥に関するリスク

当社グループは、製品に関する品質管理部署を設置し、独自の品質管理基準に従い製品開発時に十分な品質検

証試験を実施すると共に、製品調達先を当社グループの求める品質を確保できる法人に厳選しております。調達

した製品は当社グループにおいても検品し、出荷される製品の品質管理に万全を期しておりますが、製品の品質

問題によってリコール等が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、製造物責任賠償が発生しないという保証もなく、保険には加入しておりますが、製造物責任問題

の発生で企業責任を問われることによる社会的評価の低下は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。
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⑨　棚卸資産の評価損に関するリスク

当社グループは、現在の需要に加え、将来的な需要の変化を想定したうえで、市場を切り拓く製品の開発に注

力しております。需要の急変や、市場への投入のタイミングを誤った場合には、販売数量の見込みに相違が生

じ、滞留在庫が発生する可能性があります。そうした場合、棚卸資産の評価損を計上することとなり、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑩　固定資産の減損に関するリスク

当社グループは、直営店の内装、事業目的に使用する設備等の固定資産を保有しております。これらの固定資

産から生み出されるキャッシュ・フローが、継続的にマイナスであり、投資額の回収が困難となった場合には、

減損損失が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(3) 外部環境に関するリスク

①　国内市場の動向に伴うリスク

当社グループは主に日本国内において事業展開を行っており、景気や個人消費、アウトドア市場の動向が、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

特に、当社グループの主要製品でありますオートキャンプ用品は、車市場の動向に影響されます。カーシェア

リング等、車を必要な時に必要な分だけ簡単に利用できるインフラが整備されることにより、車の所有台数が減

少することは、当社グループが取り扱う製品・サービス分野におきましても当該影響を受ける可能性がありま

す。

加えて、今後日本国内におきましては、人口減少に向かうことが予想されており、当社グループが取り扱う商

品・サービス分野におきましても当該影響を受ける可能性があります。

 
②　季節変動の影響について

当社グループの主な製品はオートキャンプ用品である為、春から秋にかけて売上が増加する傾向にあり、冬期

を含む第１四半期と第４四半期は売上が減少する傾向にあります。当社グループでは引き続き第１四半期及び第

４四半期においても売上を確保すべく努力して参りますが、特定の四半期業績のみによって通期の業績見通しを

判断することは困難であります。

なお、平成26年12月期の当社グループの業績は以下の通りです。

 
    (単位：千円)

 
平成26年12月期
第１四半期

平成26年12月期
第２四半期

平成26年12月期
第３四半期

平成26年12月期
第４四半期

売上高 1,052,572 1,696,010 1,516,086 1,294,436

営業利益又は営業
損失(△)

△45,941 201,678 86,149 △10,495
 

(注)　上表は、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けたものではありません。

 
③　天候不順に関するリスク

当社グループの取扱商品は主にアウトドア用品である為、気候、天候の影響を受けます。製品力の強化、販売

促進活動等により当該影響を低減させるべく努めておりますが、台風や竜巻の増加、梅雨の長期化、異常気象と

いわれるほどの猛暑の場合は売上の減少を招き、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 
④　原油価格及び資材等の仕入価格の上昇リスク

当社グループでは、定期的に販売価格の見直しを行っており、仕入価格の上昇を販売価格に転嫁しておりま

す。しかしながら、原油価格の上昇による流通コストの増加に加え、原料・資材価格の上昇により仕入価格が予

想を超えて上昇した場合、販売価格に反映し切れずに当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。
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⑤　知的財産権の管理についてのリスク

当社グループは特許権や商標権等の世界各国の知的財産権を当社にて原則として管理しております。しかしな

がら、アジア地域等ではテント、焚火台等の当社製品を模した製品等も出回っております。当社グループにおけ

る知的財産権管理が奏功しない場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
⑥　為替レート変動に伴うリスク

当社グループの平成26年12月期連結売上高に占める海外売上高の比率は32.8％となっております。また、当社

グループの主要な製品は、海外生産比率が高く、為替レートの変動は外貨建ての直接取引及び商社等を経由する

間接取引の製品調達等に影響を及ぼす可能性があります。

想定を超える為替レートの変動が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

 
⑦　海外における事業展開に伴うリスク

海外での事業の展開にあたっては、現地の政情や経済、文化や習慣等調査・検討を行っておりますが、これら

の国及び地域において、その地域特有の法律又は規制、政治又は経済要因並びにアウトドア市場の動向等によ

り、予期せぬ損害等が発生した場合には、当社グループの事業活動等に影響を及ぼし、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑧　金利変動リスク

当社グループの平成26年12月期における連結総資産額に占める有利子負債残高の割合は34.7％であり、金利変

動リスクにさらされております。金利の変動は、受払利息や金融資産・負債の価値に影響を与え、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑨　地震等の天災に関するリスク

地震等の天災により、当社グループ及び取引先等に直接被害があった場合や原材料の調達が困難になった場合

等、販売、回収活動等に影響を及ぼす可能性があります。その場合には、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

 
(4) その他

①　特定人物への依存に関するリスク

当社代表取締役の山井太は、豊富な知識と経験、リーダーシップを有しており、経営方針や事業戦略の決定及

びその遂行において極めて重要な役割を果たしております。当社では、過度に特定の役員に依存しない経営管理

体制の強化に努めておりますが、現時点において何らかの事情により同氏が業務を遂行できない事態となった場

合、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
②　資金使途に関するリスク

上場時の自己株式の処分により調達した資金の使途は、新店舗の開設、新規事業の設備、事業運営の効率化の

為のソフトウェアの導入及び運転資金等に充当する計画であります。しかしながら、日々変化する経営環境に適

切に対応する為に、当初計画した資金使途に拠らない投資に充当する可能性があります。また、計画通りに資金

を充当した場合においても、当初見込んでいた効果を得られない可能性があります。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社スノーピーク　本店

(新潟県三条市中野原456番地)　

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】

 

該当事項はありません。
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